
※8 本節においては、大学と大学共同利用機関とを分けて記述することとする。
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Ⅳ．科学技術システムの基盤強化

※8１．知識基盤社会の時代における大学の改革

知識基盤社会においては、知識は日進月歩で、競争とイノベーションが絶え間なく生ま

れるという特質があり、新たな知の創造・継承・活用が社会の発展の基礎となる。その中

で、高等教育は、個人の人格の形成とともに、社会・経済・文化の発展・振興や国際競争

力の確保等の国家戦略の上でも極めて重要である。特に、人々の知的活動・創造力が最大

の資源である我が国にとって、優れた人材の養成と科学技術の振興は国の持続的発展のた

めの両輪として不可欠なものである。国際競争が激化する今後の社会では、国の高等教育

システムそのものの総合力が問われることとなり、国は、将来にわたって責任を負うべき

である。また、高等教育機関の側が自らを厳しく変革しつつ積極的に社会の発展に寄与す

るとともに、社会の側が積極的に支援するという双方向の関係を構築することが不可欠で

ある。

大学は、知の創造と継承の中心として深く真理を追求し、専門の学芸を教授研究するこ

とを本質とするものであり、その活動を十全に保障するため、伝統的に一定の自主性・自

律性が承認されていることが基本的な特質である。

大学が有するこうした特質を踏まえつつ、その使命を十全に果たすために、これまで約

１５年以上にわたって、大学改革を推進しており、教育研究の高度化、高等教育の個性化、

組織運営の活性化などに取り組むとともに、特に、近年においては、国立大学法人化等の

運営システム改革、大学の質の保証と向上のための制度改革、大学の国際競争力の強化、

知的財産戦略・産学官連携の推進等の諸改革も実現してきている。

一方、大学におけるこのような諸改革に基づき展開されている教育研究活動を更に充実

させるためには、まず第一に、今後、我が国において、欧米諸国の約半分である高等教育

に対する公財政支出の対ＧＤＰ（国内総生産）比を欧米諸国並みに近づけていくよう最大

限の努力が払われる必要がある。併せて、民間資金の積極的導入を図ることや、民間企業

を含めた研究開発のための公的資源配分を大学等にも開放していくことが必要である。

また、これまでの高等教育への国からの財政的支援の在り方については、国立学校特別

会計や私学助成による機関運営経費の措置と助成、科学研究費補助金や各種の委託研究費
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等の研究活動助成、育英奨学等の学生支援経費が中心であった。また、これらの支援とと

もに、２１世紀ＣＯＥプログラム等の国公私を通じた競争的・重点的支援、競争的な研究

資金の間接経費や国立大学法人に対する特別教育研究経費の措置、ティーチング・アシス

タントやリサーチ・アシスタントへの支援、日本学術振興会特別研究員事業等が行われて

おり、支援の形態の多様化が進められてきた。

高等教育への公財政支出を拡充するとともに、今後の高等教育への財政的支援は、国内

的のみならず国際的な競争的環境の中にあって、高等教育機関が持つ多様な機能に応じた

形に移行し、機関補助と個人補助の適切なバランス、基盤的経費助成と競争的資源配分の

有効な組み合わせによること（デュアルサポートシステム）が重要である。

なお、大学には、その知的資産を活用して、国・地方公共団体のプロジェクトや産学連

携等に積極的に参画し、社会的要請に応えることが期待されているが、プロジェクトを委

託する側である国の各府省、独立行政法人や地方公共団体は、大学に過度な財政的負担を

強いることのないよう、委託経費に間接経費をあらかじめ組み込むものとする。また、産

学連携においては、企業等との間における受託研究や共同研究に伴い必要となる間接経費

の確保を促進する。さらに、大学が自ら財政基盤の強化を図るとともに、教育研究活動を

確実に実施できるよう、大学に対する寄付金控除額を米国並に高めることを目指す。

なお、今後の大学改革は 「我が国の高等教育の将来像（答申 （平成１７年１月、中、 ）」

央教育審議会）や、中央教育審議会における関連の審議に基づいて実施していく必要があ

る。

（１）世界最高水準の大学院の形成

大学院は、学校教育の最高段階の教育研究を行う場として、我が国が国際競争力をもっ

て世界をリードし、また、国際社会に貢献するための基盤となる高度な人材の養成の中核

を担うことが求められる。

これまで、大学の教育研究の高度化・個性化・活性化という観点から、大学院の量的整

備、制度の弾力化などを行ってきたが、今後は、大学院教育について、教育の課程の組織

的展開の強化（大学院教育の実質化 、国際通用性・信頼性の向上等を通じ、国際競争力）

の強化を図ることを重要な観点として、世界最高水準の大学院の形成を推進する。

このため、以下に掲げるように、各般の取組を推進するとともに、これらを総合した５

か年程度の「大学院振興計画（仮称 」を策定し、体系的・集中的な取組を進める。）
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① 大学院教育の改革

大学院教育は、学部段階からの課題探求能力の育成を重視した教育を基礎として、高度

の専門的知識の修得に加え、コースワークにより関連する分野の基礎的素養の涵養を図り、

学際的な分野への対応能力を含めた専門的知識を活用・応用する能力（専門応用能力）を

養うことが重要である。

このため、各大学院において、教育の課程を編成する基本となる単位の専攻組織のレベ

ルで、自らの課程の目的を明確化した上で、体系的な教育プログラムを編成して学位授与

へと導くプロセス管理を徹底していけるよう、教育の課程（博士課程・修士課程・専門職

学位課程）の組織的展開の強化（大学院教育の実質化）により、教育内容・方法の充実を

図ることに焦点を当てた改革を進める。

また、大学院教育の実質化を通じて、国際的にも魅力ある教育を展開するとともに、実

効性ある大学院評価の確立による大学院教育の質の確保等を通じて、大学院教育の国際通

用性・信頼性の向上を図る。

なお、大学院における研究者養成機能の充実・強化のためには、高度な研究環境を幅広

く活用することが重要である。とりわけ、基礎研究の中核的拠点である大学共同利用機関

や、大学の研究面において重要な役割を果たしている附置研究所等と大学院との緊密な連

携協力を促進する。

② 高度専門職業人の養成機能の充実

平成１５年度に専門職大学院制度が創設されたが、今後、社会の各分野において国際的

に活躍する高度で専門的な知識・能力を有する人材が一層必要とされることから、社会や

産業界のニーズを的確に把握しつつ、知的財産や技術経営（ＭＯＴ）教育など多様な分野

での専門職大学院の創設・拡充を推進するとともに、教育内容・方法の充実を積極的に支

援する。また、専門職大学院が、社会が求める高度で専門的な人材の養成を的確に行って

いくため、専門職大学院の質の保証の仕組みを整備する。

また、専門職大学院は特定の職業を担う人材を養成するものであることに鑑み、大学、

産業界、職能団体などが共同で基礎となる教育プログラムを策定・普及するなど、理論と

実践を有機的に連携させた｢プロセス｣としての教育機能を果たしていくことが求められる。

③ 国際競争力の強化

国際競争力のある大学づくりを推進し、世界に伍する教育研究を積極的に展開するため、

卓越した教育研究拠点に対する競争的・重点的支援を一層強力に推進する。

これについては、現在、大学の構造改革の一環として、国公私立大学を通じて、世界的

な拠点形成を重点的に支援する２１世紀ＣＯＥプログラムが展開されているが、さらに今



※9 「我が国の高等教育の将来像 （平成17年１月、中央教育審議会答申）において、今後の大学教員の基本的」

な職としては、教育・研究を主たる職務とする職として、教授、准教授及び助教の３種類を置くことが提言され

た。この答申等を踏まえ、助教授・助手に関する制度の見直しを行う「学校教育法の一部を改正する法律案」が

第162回国会に提出されている。

。※10 我が国の科学技術の発展にとって重要なものとして､中央教育審議会において策定が提唱されているもの
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後、大学の構造改革全体の促進、世界的な教育研究拠点（人材養成の場としてのＣＯＥ）

としての国際的にも真に評価される拠点の確立、大学院教育の実質化の推進などの観点も

踏まえ、平成１９年度以降のいわゆる「ポスト２１世紀ＣＯＥ」の計画を検討し、より充

実・発展した形で具体化する。

④ 優秀な若手研究者の活躍

大学院における教育研究活動を活性化し、若手の大学教員がキャリアパスについての見

通しを持てるようにする観点から、各大学院において、准教授、教授へ繋がるキャリアパ

スの一段階としての「助教」 を積極的に活用するとともに、その新規採用の際は、原則
※9

テニュア・トラック制を適用することが望まれるが、国としても、テニュア・トラックに

ある若手教員の活躍を確保しスタートアップも含めた環境整備（研究費、設備の確保等）

を行うための所要の支援、若手教員が利用できる競争的資金の拡充、若手教員の研究スペ

ースに配慮する大学の施設マネジメントの促進等を行う。

⑤ 博士課程在学者への経済的支援の拡充

優れた資質や能力を有する人材が、博士課程進学に伴う経済的負担の懸念なく進学する

動機を保てるよう、優秀な人材を選抜するという競争性を十分確保しつつ、博士課程在学

者を対象とした経済的支援を拡充する。具体的には、フェローシップを充実するとともに、

トレーニーシップ的なグラントを創設する。また、学生の進路選択に当たって、大学院受

験前など可能な限り早期に経済的支援が受けられるか否かを判断する措置を講じる。

⑥ 大学院教育改革を推進するための計画の策定

大学院教育の改革の推進に当たっては、上記の取組の他にも、大学院における教育研究

指導の在り方や、課程の修了要件、教員組織の適切な在り方、施設・設備の整備を含めた

財政基盤の充実などが相互に連係しており、今後の高度な知識基盤社会、社会における人

材養成ニーズに積極的に対応することを基本とした総合的な取組の視点が必要である。こ

のため、世界最高水準の大学院の形成を目指し、文部科学省において、今後の大学院教育

の基本的な在り方や制度改革の方向性、財政支援等を含めた、今後５か年程度の取組計画

「大学院振興計画（仮称 」 を策定し、体系的かつ集中的な取組を進める。）
※10
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（２）各高等教育機関の特色に応じた人材養成

今後、高等教育機関は、各学校種ごとにそれぞれの位置付けや期待される役割・機能を

十分に踏まえた教育や研究を展開するとともに、各学校種の中においても、個々の学校が

個性・特色を一層明確にし、人材養成機能を発揮していかねばならない。

① 特色ある大学教育へのきめ細やかな支援

各大学は、その個性や特色を明確化していく観点から、例えば、課題探求能力を育むた

めに、教養教育の充実や、教養教育と専門教育の有機的連携の確保など、その人材養成の

目的に応じた特色あるカリキュラムの構築、教育方法の改善に取り組んでいくことが必要

である。また、これらの特色ある教育取組については、広く社会に情報提供することで、

その普及を図っていくことも重要である。このような各大学の取組を積極的に支援するた

め、国公私立大学を通じた競争的な環境の下での財政支援を充実する。

また、我が国の科学技術や産業を先導する高度な研究者・技術者を養成するため、大

学・大学院において修得する理論を現実の課題に適応することで、問題を自ら設定し、解

決できる能力を涵養することが必要である。このため、インターンシップをはじめとする

産学連携を活用した人材養成の取組を強化する。

なお、大学において、教員や事務職員の別を問わず、法務・財務、労務管理、病院経営、

入学者選抜、学生生活支援、産学官連携・技術移転等の分野で活躍する専門的人材の内部

育成や外部登用を支援し、大学運営に関して幅広く厚みのある人材層を形成する。このこ

とにより、大学における事務処理の業務の高度化を推進するとともに、事務組織と教員組

織との連携協力の関係を確立する。

② 高等専門学校における技術者養成機能の充実

高等専門学校においては、５年一貫による実践的な専門教育機関としての特色を活かし、

ものづくり基盤技術等を支える中核技術者教育を推進する。特に、国立高等専門学校の独

立行政法人化による一元化を契機として、各高専間の相互補完・連携を一層推進するとと

もに、全国的視点から中核技術者に求められる実践的教育カリキュラム等の検討や、各地

域の個性・特色に根ざした地域密着型の連携協力の推進を図る。
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